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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数種のプラスチックから構成されたプラスチック系混合物を含むプラスチック廃材を
再資源化する方法であって、
　達成すべきプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径を決定す
る工程と、
　前記工程での決定に基づき、プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／
または量を決定する工程と、
　プラスチック系混合物に、前記工程で決定された種類および／または量の添加剤を添加
し加熱溶融した後、成形してプラスチック成形体を得る工程であって、前記プラスチック
系混合物を加熱溶融する際に、前記プラスチック系混合物に含まれる異物が前記決定され
た混入量および／または粒径となるようなフィルタの目開き量とすることを特徴とする、
プラスチック廃材の再資源化方法。
【請求項２】
　前記達成すべきプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径が、
再資源化されたプラスチックを用いた製品の要求特性に応じて決定される、請求項１に記
載の方法。
【請求項３】
　前記プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量の決定が、プラ
スチック系混合物中における異物の混入量および／または粒径の分布に基づき決定される
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ことを特徴とする、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記達成すべきプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径の決
定、ならびに、前記プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量の
決定が、プラスチック系混合物中の異物の混入量および／または粒径と、添加すべき添加
剤の種類および／または添加量との関係についての情報を予め蓄積したデータベースを利
用してなされるものである、請求項１～３のいずれかに記載の方法。
【請求項５】
　前記添加剤が、金属不活性化剤、相容化剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、結晶化核剤お
よび充填剤のうちから選ばれる少なくともいずれかである、請求項１～４のいずれかに記
載の方法。
【請求項６】
　前記プラスチック廃材は、テレビ、エアコン、洗濯機、冷蔵庫からなる群から選ばれる
製品であることを特徴とする、請求項１～５のいずれかに記載の方法。
【請求項７】
　前記制御により達成すべきプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／また
は粒径が、前記プラスチック廃材を構成する製品構成比および／またはプラスチック構成
比に応じて決定されるものである、請求項１～６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　前記フィルタの目開き量が０．０７５ｍｍ以上１ｍｍ以下であることを特徴とする請求
項１～７のいずれかに記載の方法。
【請求項９】
　前記添加剤としてフェノール系酸化防止剤およびリン系酸化防止剤を用い、プラスチッ
ク系混合物１００重量部に対してフェノール系酸化防止剤の添加量が０．０１重量部～５
重量部、リン系酸化防止剤の添加量が０．０１重量部～５重量部であることを特徴とする
、請求項１～８のいずれかに記載の方法。
【請求項１０】
　前記添加剤として金属不活性化剤を用い、プラスチック系混合物１００重量部に対して
金属不活性化剤の添加量が５重量部以下であることを特徴とする請求項１～９のいずれか
に記載の方法。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の方法を用いてプラスチック成形体を得る、プラスチ
ック成形体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラスチック廃材の再資源化方法に関する。また本発明は、本発明の再資源
化方法を用いてプラスチック成形体を得るプラスチック成形体の製造方法、および得られ
たプラスチック成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、わが国では所得水準の向上に伴い、エアコンディショナ（本明細書においては、
「エアコン」と呼称する。）、テレビジョン受信機（本明細書においては、「テレビ」と
呼称する。）、冷蔵庫、洗濯機などの家電製品、パーソナルコンピュータ、ワードプロセ
ッサなどの情報機器、プリンタ、ファックスなどの事務用機器、その他の各種の家具、文
具、玩具などが、一般家庭に高い普及率で備えられるようになっており、家庭生活におけ
る利便性は飛躍的に向上しつつある。
【０００３】
　一方、その結果、これらの家電製品をはじめとする各種製品の廃棄量も年々増加する傾
向にある。ここで、従来は、これらの家電製品をはじめとする製品の廃棄物の再資源化は
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、鉄くずの回収ルートを通して行われる場合が多かった。
【０００４】
　しかし近年では、家電製品をはじめとする各種製品の部材の構成材料が変化し、鉄をは
じめとする金属からなる部材が減少してプラスチックからなる部材の割合が増加する傾向
にある。プラスチックは、鉄をはじめとする金属よりもデザインの自由度が大きく、構成
成分の調製や添加剤の使用などにより金属では実現の難しい種々の特性を付与することが
でき、軽量であり耐久性が高いことなどの多くの利点を有するためである。
【０００５】
　なお、本明細書においては、プラスチックからなる部材を「プラスチック部材」と呼称
する。また、本明細書においては、プラスチック部材を備えた製品を「プラスチック製品
」と呼称する。さらに、本明細書においては、プラスチック製品の廃材（廃棄物）を「プ
ラスチック廃材」とも呼称する。
【０００６】
　近年の家電製品をはじめとする各種製品の廃棄物は、各種構成部材の材質構成が複雑化
しており、鉄や銅をはじめとする有価金属からなる部材の割合が少なく、有価性が低く、
かつ従来の処理方法では多大の手間と経費がかかるプラスチック部材の割合が多くなって
おり、従来の鉄くずの回収ルートではこのような廃棄物を再資源化しても採算がとれない
ため、対応が難しい状況になりつつある。
【０００７】
　そして、これらのプラスチック部材は、原油などの埋蔵化石燃料を基礎原料として合成
されるものが多く、資源の有効活用の観点から、これらのプラスチック製品の再資源化の
推進が近年強く要求されてきている。
【０００８】
　また、原油などの埋蔵化石燃料の燃焼による二酸化炭素および硫黄酸化物の放出による
地球温暖化、酸性雨といった環境破壊や、塩素化合物を含むプラスチックの焼却処理によ
るダイオキシンの生成、飛散といった環境汚染、さらには嵩の大きいプラスチック廃棄物
の増大によるゴミ埋立処理場の不足といった問題を抑制するという観点からも、これらの
プラスチック廃材の再資源化が重要かつ緊急の課題となってきつつある。
【０００９】
　ここで、上記の状況を受けて、２００１年４月に家電リサイクル法が施行された。ここ
で、家電リサイクル法においては、２００２年１月現在においては、エアコン、テレビ、
冷蔵庫、洗濯機の家電４品目のリサイクルが義務付けられ、また、それぞれの製品の再商
品化率については、エアコン６０％以上、テレビ５５％以上、冷蔵庫５０％以上、洗濯機
５０％以上の法定基準値が定められている。
【００１０】
　しかし、これらの家電製品をはじめとするプラスチック製品は、一般に複数のプラスチ
ック部材を備えており、それらのプラスチック部材はプラスチック組成物の材質が異なる
ことも多く、異なる材質のプラスチックからなる複合部材であることも多い。
【００１１】
　なお、本明細書においては、材質が異なる複数のプラスチックからなる部材または異な
る材質のプラスチック組成物からなる複合部材を、「混合プラスチック部材」と呼称し、
この混合プラスチック部材に含まれる材質を「プラスチック系混合物」と呼称する。また
、本明細書においては、混合プラスチック部材を備えた製品を「混合プラスチック製品」
とも呼称する。さらに本明細書においては、混合プラスチック製品の廃材（廃棄物）を「
混合プラスチック廃材」とも呼称する。
【００１２】
　ここで、これらの混合プラスチック廃材に含まれる混合プラスチック部材を再度加工し
て、家電製品をはじめとする各種の混合プラスチック製品の部材またはその原料として使
用するには、これらの混合プラスチック部材をプラスチックの系統ごとに分離した上で、
再度加工する必要がある。なお、本明細書においては、このように、廃棄物を処理した後
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、製品の部材またはその原料に再び加工して使用することを、サーマルリサイクルと対比
して、「マテリアルリサイクル」と呼称する。
【００１３】
　一方、従来から提案されているプラスチック廃材の再資源化方法には、単独の材質のプ
ラスチックだけを含むプラスチック廃材を、手解体で分離して再資源化する方法が多い。
しかし、このように手解体で分離して再資源化する方法には、多大の手間と経費がかかる
という問題がある。さらに、このような方法では混合プラスチック廃材には対応できない
という問題がある。
【００１４】
　またこのような問題を回避するための方法としては、混合プラスチック廃材から、プラ
スチックの系統別に分別することなく、混合プラスチック部材を分離して燃料として使用
するという、いわゆるサーマルリサイクルに関する方法も従来から多く提案されている。
【００１５】
　このようにして、混合プラスチック廃材をサーマルリサイクルにより再資源化する方法
としては、たとえば特許文献１に、混合プラスチック廃材から分離した混合プラスチック
部材を熱分解炉で加熱乾留分解し、分解ガスおよび油を燃料として使用する方法が開示さ
れている。しかしこの方法によれば、混合プラスチック廃材のサーマルリサイクルによる
再資源化は可能であるが、燃料による炭酸ガスの発生などの問題があるため、社会的要請
に充分に沿った方法であるとはいえない。
【００１６】
　そこで、混合プラスチック廃材から混合プラスチック部材を分離して、さらにその混合
プラスチック部材をプラスチックの系統ごとに分離することのできる方法について、各方
面で多くの開発努力がなされている。
【００１７】
　たとえば、混合プラスチック部材の比重差を利用し、液体中でプラスチックの系統ごと
に分離し、再資源化する方法は従来より広く用いられてきた。つまり、液体中に混合プラ
スチック部材または混合プラスチック部材の破砕物を投入した際、液体比重より小さなも
のは浮遊し、液体比重よりも大きなもの沈降することを用いて分離するものである。しか
しながら、従来の液体を用いた比重分離方法では、回収したプラスチックの系統に異物が
混入してしまい、異物が物性低下の原因となっていた。また、異物の混入にばらつきがあ
り、再資源化するプラスチックの品質を制御することは困難であった。
【００１８】
　またたとえば、特許文献２では、フェノール系化合物と環状ホスファイト化合物を添加
して、リサイクルされた製品を長期間にわたり使用可能にしている。
【００１９】
　また、たとえば特許文献３では、低粘度ポリマーを主成分としてなるプラスチックリサ
イクル用改質剤を加熱溶融時に添加して再生プラスチックを得る方法が公開されている。
【００２０】
　しかしながら、上記のリサイクル方法では、リサイクルされるプラスチックに含まれる
異物の組成および／または量のばらつきに対して、適切な添加剤と添加量を決定すること
は考慮されていない。すなわち、要求されるプラスチックの物性値、外観や長期信頼性な
どの特性を満足するように、異物の組成、量および粒径の制御を行い、適切な添加剤の種
類と適切な添加剤の量を決定する一貫した手法は未だ明らかではない。
【００２１】
　また、回収された製品から取り出したプラスチック廃材をリサイクルするとき、回収さ
れた製品群の構成は、回収された製品の特性、消費者の嗜好の変化、季節による製品の使
用頻度などに依存して、回収された製品群のロットごとにばらつきがあり、適切な添加剤
を決定することは大変困難である。
【特許文献１】特開平６－２２６２４２号公報
【特許文献２】特開平６－１８４３５０号公報
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【特許文献３】特開２００１－７２７９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２２】
　上記のように、市場から回収されたプラスチック廃材からマテリアルリサイクルにより
、要求特性の高いプラスチック部材またはその原料としても使用可能な品質を有し、また
、再資源化するプラスチックに含まれる異物の制御を可能にし、回収される製品や部材、
あるいは回収量の季節によるばらつきなどに対しても適切に所望の品質を得ることができ
る再資源化方法の開発が望まれているにもかかわらず、そのような再資源化方法は未だ公
知となっていないのが現状である。
【００２３】
　上記の現状に基づき、本発明の課題は、マテリアルリサイクルにより、多様な用途に応
じた品質ならびに寿命を有する高品位なプラスチック成形体を得ることができる、効率的
なプラスチック廃材の再資源化方法を提供することにある。
【００２４】
　また、本発明の別の課題は、回収されて再資源化される製品や部材のばらつきに対して
も柔軟に所望の品質を得ることが可能であるプラスチック廃材の再資源化方法を提供する
ことにある。
【００２５】
　また、本発明の別の課題は、プラスチック廃材からマテリアルリサイクルにより、高品
位なプラスチック成形体を製造できるプラスチック成形体の製造方法および得られたプラ
スチック成形体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２６】
　本発明者らは、上記課題を解決するためには、再資源化するプラスチックに含まれる異
物を制御し、混入する異物に対して適切にプラスチックの特性を改質すればいいとの着想
を得て、そのようなプラスチック廃材の再資源化方法を開発すべく、再資源化するプラス
チックに含まれる異物の制御方法、異物の混入量や異物の粒径に対する添加剤の種類や量
の検討を重ねた。ここで、異物とは、再資源化するプラスチック以外の物質である。
【００２７】
　そして、検討の末に、再資源化するプラスチックに含まれる異物の制御と、前記制御の
下、混入した異物に対応した品質の管理処方および／または調整処方および／または制御
処方との関連を導き出し、本発明に至った。すなわち、本発明は以下のとおりである。
【００２８】
　本発明は、複数種のプラスチックから構成されたプラスチック系混合物を含むプラスチ
ック廃材を再資源化する方法であって、制御により達成すべきプラスチック系混合物に含
まれる異物の混入量および／または粒径を決定する工程と、前記工程での決定に基づき、
プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量を決定する工程と、プ
ラスチック系混合物に、前記工程で決定された種類および／または量の添加剤を添加し加
熱溶融した後、成形してプラスチック成形体を得る工程であって、前記プラスチック系混
合物に含まれる異物が前記決定された混入量および／または粒径となるように制御する工
程を含むことを特徴とする、プラスチック廃材の再資源化方法である。
【００２９】
　ここにおいて、前記プラスチック系混合物を加熱溶融する際に、前記プラスチック系混
合物に含まれる異物の混入量および／または粒径の制御を行なうことが好ましい。
【００３０】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法においては、前記プラスチック系混合物に含
まれる異物の混入量および／または粒径の制御が、フィルタの目開き量によって行なわれ
るものであることが好ましい。
【００３１】
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　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法においては、前記制御により達成すべきプラ
スチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径が、再資源化されたプラス
チックを用いた製品の要求特性に応じて決定され、当該異物の混入量および／または粒径
の制御によって再資源化するプラスチックの品質を制御することが好ましい。
【００３２】
　また、前記プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量の決定が
、プラスチック系混合物中における異物の混入量および／または粒径の分布に基づき決定
されることが好ましい。
【００３３】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法においては、前記制御により達成すべきプラ
スチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径の決定、ならびに、前記プ
ラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量の決定が、プラスチック
系混合物中の異物の混入量および／または粒径と、添加すべき添加剤の種類および／また
は添加量との関係についての情報を予め蓄積したデータベースを利用してなされるもので
あることが好ましい。
【００３４】
　また前記添加剤は、金属不活性化剤、相容化剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、結晶化核
剤および充填剤のうちから選ばれる少なくともいずれかであることが好ましい。
【００３５】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法において、前記プラスチック廃材は、テレビ
、エアコン、洗濯機、冷蔵庫からなる群から選ばれる製品であることが好ましい。
【００３６】
　また本発明のプラスチック廃材の再資源化方法における前記制御により達成すべきプラ
スチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径は、前記プラスチック廃材
を構成する製品構成比および／またはプラスチック組成物構成比に応じて決定されるもの
であることが好ましい。
【００３７】
　前記フィルタの目開き量は、０．０７５ｍｍ以上１ｍｍ以下であることが好ましい。
　また、本発明は、複数種のプラスチックから構成されたプラスチック系混合物を含むプ
ラスチック廃材を再資源化する方法であって、比重分離により、前記プラスチック廃材か
ら所望のプラスチックを選別する選別工程と、前記選別工程で選別したプラスチックを加
熱溶融し、成形してプラスチック成形体を得る成形工程とを少なくとも含み、前記成形工
程は、前記選別したプラスチックに混入する金属を除去するための除去工程と、前記金属
を除去するためのフィルタの目開き量に応じて、前記選別したプラスチックに添加する添
加剤の種類および／または量を変えて、添加する添加工程を含むことを特徴とする、プラ
スチック廃材の再資源化方法も提供する。
【００３８】
　ここにおいて、選別したプラスチックに混入する金属は、少なくとも銅および／または
鉄を含み、選別したプラスチックに添加する添加剤は、金属不活性化剤および／または酸
化防止剤であることが好ましい。
【００３９】
　また、選別したプラスチックに混入する金属を除去するためのフィルタの目開き量は、
０．２０ｍｍ以上０．５３ｍｍ以下であることが好ましい。
【００４０】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法は、前記添加剤としてフェノール系酸化防止
剤およびリン系酸化防止剤を用い、プラスチック系混合物１００重量部に対してフェノー
ル系酸化防止剤の添加量が０．０１重量部～５重量部、リン系酸化防止剤の添加量が０．
０１重量部～５重量部であることが好ましい。
【００４１】
　また本発明のプラスチック廃材の再資源化方法は、前記添加剤として金属不活性剤を用
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い、プラスチック系混合物１００重量部に対して金属不活性化剤の添加量が５重量部以下
であることが好ましい。
【００４２】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法において再資源化するプラスチックの系統は
、ポリオレフィン系プラスチック、ポリスチレン系プラスチック、その他のプラスチック
であることが好ましい。
【００４３】
　本発明はまた、上述した本発明のプラスチック廃材の再資源化方法を用いてプラスチッ
ク成形体を得る、プラスチック成形体の製造方法も提供する。
【００４４】
　また本発明は、上述した本発明のプラスチック成形体の製造方法により得られたプラス
チック成形体も提供する。ここにおいて、本発明のプラスチック成形体は、ペレット状で
あることが好ましく、また、エアコン、テレビ、冷蔵庫および洗濯機によりなる群から選
ばれる製品に用いられることが好ましい。
【発明の効果】
【００４５】
　本発明は、市場から回収される比重の異なる複数種で構成されたプラスチック系混合物
から、これを原料とするマテリアルリサイクルにより、多様な用途に利用可能な高品質の
プラスチック成形体を得ることができ、サーマルリサイクルされるプラスチック廃材を低
減することができる、効率的な再資源化方法を提供することができる。
【００４６】
　また、本発明は回収されて再資源化される製品や部材のばらつきに対して、柔軟に対応
し、所望の物性や特性を得ることができる再資源化方法を提供することができる。
【００４７】
　また、本発明はプラスチック系混合物から、プラスチック系混合物を主原料とするマテ
リアルリサイクルにより、多様な用途に適用可能な高品質のプラスチック成形体を得るこ
とができるプラスチック成形体の製造方法、およびプラスチック成形体を提供することが
できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４８】
　以下に実施の形態を示し、本発明をより詳細に説明する。
　本発明は、複数種のプラスチックから構成されたプラスチック系混合物を含むプラスチ
ック廃材を再資源化する方法であって、制御により達成すべきプラスチック系混合物に含
まれる異物の混入量および／または粒径を決定する工程と、前記工程での決定に基づき、
プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量を決定する工程と、プ
ラスチック系混合物に、前記工程で決定された種類および／または量の添加剤を添加し加
熱溶融した後、成形してプラスチック成形体を得る工程であって、前記プラスチック系混
合物に含まれる異物が前記決定された混入量および／または粒径となるように制御する工
程を含むことを特徴とする、プラスチック廃材の再資源化方法である。ここで、異物とは
、プラスチック系混合物に含まれる再資源化するプラスチック以外の物質を指し、加熱溶
融温度以上の融点を持つ、ゴム、金属、塵、埃なども含むものとする。
【００４９】
　また、本発明は、複数種のプラスチックから構成されたプラスチック系混合物を含むプ
ラスチック廃材を再資源化する方法であって、比重分離により、前記プラスチック廃材か
ら所望のプラスチックを選別する選別工程と、前記選別工程で選別したプラスチックを加
熱溶融し、成形してプラスチック成形体を得る成形工程とを少なくとも含み、前記成形工
程は、前記選別したプラスチックに混入する金属を除去するための除去工程と、前記金属
を除去するためのフィルタの目開き量に応じて、前記選別したプラスチックに添加する添
加剤の種類および／または量を変えて、添加する添加工程を含むことを特徴とする、プラ
スチック廃材の再資源化方法である。
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【００５０】
　フィルタの目開き量がある値より大きくなると、異物混入量、特に金属含有量が増加し
、再生プラスチックの物性が低下する。逆にフィルタの目開き量が小さくなるほどフィル
タが目詰まりして、フィルタあたりの再生プラスチックの押出量が低下する。
【００５１】
　本発明によれば、比重分離を行っても混入する異物の中でも、たとえば、再生プラスチ
ックの物性に影響を与える金属を除去するためのフィルタの目開き量を制御することで、
フィルタが目詰まりせずに、成形工程において所望の量の再生プラスチックを得ることが
できる。また、フィルタの目開き量に応じて添加剤の種類および／または量を変えること
で、再生プラスチックの特性改善をすることができる。
【００５２】
　よって、物性・長期信頼性ともに耐久消費財の部材に適合可能で、かつ量産に対応でき
る再生プラスチックを得ることができる。
【００５３】
　図１は、本発明のプラスチック廃材の再資源化方法の好ましい一例を段階的に示すフロ
ーチャートである。図１には、家電４品目の廃棄物であるプラスチック廃材をマテリアル
リサイクルする場合の具体例を示している。本発明のプラスチック廃材の再資源化方法は
、基本的には、たとえば図１に示すような手順で、プラスチック廃材から所望のプラスチ
ック成形体を得る。
【００５４】
　図１に示す例においては、まず、家庭などから廃棄された使用済みの家電４品目を回収
する（ステップ１０１）。次に、該家電４品目の廃棄物を解体して、コンプレッサ、熱交
換器などの大型の金属部品や、洗濯機の水槽、冷蔵庫の野菜ケースなどの大型のプラスチ
ック成形品を部品ごとに回収する（ステップ１０２）。次に、大型金属部品などが回収さ
れた家電４品目の廃棄物の残りの部材を、大型破砕機で６０ｍｍ程度に粗破砕する（ステ
ップ１０３）。
【００５５】
　続いて、該家電４品目の廃棄物の破砕物から、金属選別機で金属系破砕物とプラスチッ
ク系破砕物とに選別し、低嵩比重プラスチック混合物を除去して、鉄、銅、アルミニウム
や発泡プラスチックを含む軽量側プラスチック混合物、金属、ゴム、微粉などを除去し、
重量側プラスチック混合物を選別する。重量側プラスチックを１０ｍｍ程度に微破砕した
後、液体（比重液）を利用して前記重量側プラスチック混合物を比重分離（湿式比重分離
）し、比重ごとにプラスチックの系統ごとに選別・回収する（ステップ１０４）。
【００５６】
　湿式比重分離に用いる液体の比重は、選別・回収されるプラスチックの系統によって変
えることが好ましい。たとえば、ポリオレフィン系プラスチックを選別回収する際には該
液体の比重は０．９２以上であることが好ましく、特に０．９５以上であることがより好
ましい。また、この比重は１．０１以下であることが好ましく、特に１．００以下である
ことがより好ましい。この比重が０．９２未満の場合には、ポリオレフィン系プラスチッ
クの一部が沈降し回収率が低下するという傾向がある。ここで、比重が０．９２以上かつ
１．０１以下の上記液体は、特に限定されるものではないが、水であることが好ましい。
【００５７】
　さらに、たとえばポリオレフィン系やポリスチレン系以外の、その他の系統のプラスチ
ック組成物を選別・回収する際には、該液体の比重は１．００以上であることが好ましく
、特に１．０１以上であることがより好ましい。また、この比重が１．１０以下であるこ
とが好ましく、特に１．０８以下であることがより好ましい。この比重が１．００未満の
場合には、ポリオレフィン系プラスチックが混入するという傾向があり、この比重が１．
１０を超えると、ポリアミド系、ポリカーボネート系、ゴムなどが混入するという傾向が
ある。ここで、比重が１．１０以下かつ１．００以上である上記液体は、特に限定される
ものではないが、水にＮａＣｌを溶解した溶液であることが好ましい。あるいはその他の
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有機物あるいは無機物などを溶解させた溶液あるいはその混合溶液でもよい。
【００５８】
　さらに、該プラスチック系混合物をポリオレフィン系プラスチック組成物、ポリスチレ
ン系プラスチック組成物およびその他の系統のプラスチック組成物の３系統のプラスチッ
ク組成物に選別・回収する際には、比重が０．９２以上かつ１．０１以下の上記液体およ
び１．１０以下かつ１．００以上である上記液体の２種類を用いるのがよい。この際、特
に順序を限定するものではないが、比重が１．００以上かつ１．１０以下の上記液体を用
いてポリオレフィン系プラスチック組成物およびポリスチレン系プラスチック組成物と、
その他の系統のプラスチック組成物とを分離した後、比重が０．９２以上かつ１．０１以
下の上記液体を用いてポリオレフィン系プラスチック組成物とポリスチレン系プラスチッ
ク組成物とを分離することが望ましい。本発明の再資源化方法では、ポリオレフィン系プ
ラスチック、ポリスチレン系プラスチック、その他のプラスチックの３系統に選別・回収
することが好ましい。
【００５９】
　その後、ステップ１０４で選別・回収された各系統のプラスチックについて、洗浄乾燥
を行い（ステップ１０５）、再資源化するプラスチック系混合物に物性や特性を調整する
ための添加剤を混合するステップ（ステップ１０６）へ移す。
【００６０】
　しかしながら、ステップ１０４で選別・回収された各系統のプラスチックには、ホット
メルトなどに付着したり、あるいは部材中に金属製の締結部材などが埋め込まれているた
めに、本来湿式比重分離により沈降する微細な銅、鉄などの金属がわずかに混入する場合
がある。
【００６１】
　これらのわずかに含まれる金属を除去する方法としては、人手による選別が挙げられる
。人手による金属の選別では、人件費の増加に伴う再生材としてのコストが増加する問題
や選別精度が悪い問題がある。
【００６２】
　また、別の方法として、金属探知機を用いて金属を除去する方法があるが、微細な金属
を除去するためには高い金属探知能力が必要となり、設備に多大なコストがかかる問題が
あり、再生プラスチックのコストを増加させる。
【００６３】
　また、別の方法として、金属探知機を用いて金属を含む混合物を除去する方法があるが
、設備に多大なコストがかかる上に、金属が探知された時点で金属を含む混合物を除去す
るため、金属を含むプラスチック系破砕物に、回収されるべきプラスチックが混入し、プ
ラスチックの回収量が減少する可能性がある。
【００６４】
　このような問題は、金属以外の異物でも同じことがいえる。すなわち、異物を徹底的に
除去することはコスト・時間の面において問題が多く、これら混入する異物の種類・量・
大きさなどを適度に制御し、再使用する要求特性を満たす再生プラスチックを得ることが
望ましい。
【００６５】
　そこで、物性や特性を調整するための添加剤を混合するステップに移す前に、添加すべ
き添加剤の種類および／または量を決定する必要がある。本発明の再資源化方法では、上
記ステップ１０１～１０５の操作を行なう一方で、制御により達成すべきプラスチック系
混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径を決定する工程と、前記工程での決定
に基づき、プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量を決定する
工程とを行なう。
【００６６】
　所望の物性や特性のプラスチックを再資源化するためには、プラスチック廃材に含まれ
るプラスチック系混合物中の異物は全て除去されるのが好ましいように一見考えられる。
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しかしながら、上述したとおり、プラスチック系混合物中の異物を全て除去することは、
手間、環境、リサイクルシステム、コスト面などで大変困難である。
【００６７】
　プラスチック系混合物中に異物が残存する場合、再資源化されたプラスチック中に異物
が残り、しかもその混入量および／または粒径にばらつきが生じることになるため、この
ばらつきによる悪影響を相殺し得るような添加剤を添加し、プラスチックを改質すること
により再資源化されたプラスチックの品質を保証することが考えられる。
【００６８】
　そのため、ばらつきのある異物の混入量に対して、適切な添加剤の種類および／または
量を決定する必要がある。この際、プラスチック系混合物中の異物の混入量および／また
は粒径のばらつきを制御することができれば、なるべく少ない種類および／または量の添
加剤を用いてプラスチックの品質を保証することができる。
【００６９】
　本発明の再資源化方法では、前記制御により達成すべきプラスチック系混合物に含まれ
る異物の混入量および／または粒径が、再資源化されたプラスチックを用いた製品の要求
特性に応じて決定され、当該異物の混入量および／または粒径の制御によって再資源化す
るプラスチックの品質を制御することが、好ましい。また、前記制御により達成すべきプ
ラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径は、前記プラスチック廃
材を構成する製品構成比および／またはプラスチック構成比に応じて決定されるのが好ま
しい。
【００７０】
　図１に示す例では、まず、所望の物性や特性に調整されたプラスチックの再資源化を行
なうための物性および／または特性の改質計画を策定する（ステップ２０１）。ここでは
、再資源化するプラスチックが家電４品目に使用可能な物性および／または特性となるよ
う、計画を策定することが望ましい。物性および／または特性の改質計画に考慮される項
目は、一般的な機械的物性のほか外観などの主観的な特性なども自由に考慮されるべきで
ある。物性改質計画は、回収した製品および部材と同等の物性および特性が発現されるよ
うに考慮されることが好ましい。そして、本ステップで策定された物性改質計画を満足で
きるように、以下のステップで再資源化するプラスチックの改質を行なう。
【００７１】
　次に、回収された製品の調査を行なう（ステップ２０２）。回収製品の調査とは、製品
構成比および／またはプラスチック構成比の調査を指す。前記回収製品の調査は、構成す
る材料、機能、部材の位置情報、組み立て・分解手順など製品および／またはプラスチッ
ク組成物を構成する上で必要な情報の全てについて、調査することが好ましい。しかしな
がらこれらの製品情報を全て収集するためには多大なコストや時間がかかる場合がある。
この場合、取り出すべき製品に関わる情報は、簡素化したものであっても構わない。
【００７２】
　回収製品の調査は、回収製品のばらつきを考慮して予め蓄積されたデータベースから製
品構成比および／またはプラスチック構成比を取出すようにしてもよい。回収製品の調査
は、製品にラベル付けされたプラスチックの種類から判断してもよく、また、プラスチッ
ク構成比のばらつきや回収量などの季節によるばらつきから推定してもよい。また、経験
により回収した製品や部材を推定するようにしてもよい。
【００７３】
　次に、制御により達成すべきプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／ま
たは粒径を決定する（ステップ２０３）。ここで、前記決定は、製品を回収した季節や回
収した量などの回収した製品やプラスチックのばらつきの調査により予測された、プラス
チック廃材に含まれるプラスチック系混合物のプラスチック構成比に基づきなされてもよ
いし、また、経験により予測された、製品を回収した季節や回収した量などによるばらつ
きからのプラスチック構成比に基づきなされてもよい。
【００７４】
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　一般に、季節による製品の使用頻度などに依存して、回収された製品群の製品構成比は
ばらつきがある。たとえば、表１に示されるように、夏にはエアコン、冷蔵庫が回収され
る割合が多い。このようなばらつきに伴い、プラスチック構成比が変化し、プラスチック
系混合物中に含まれる異物の混入量および／または粒径も変化する。
【００７５】
　たとえば、冷蔵庫の割合が増加すると、冷蔵庫の断熱材として用いられるウレタンの構
成比が多くなる。これらの冷蔵庫が廃棄物として破砕された後に、上述したステップ１０
４で湿式比重選別を行なうと、ウレタンに内包されるハーネスの量によって、特定の比重
に対して沈降したり、浮上したりする問題が生じる。これにより、季節によっては、比重
ごとに選別・回収したプラスチックに該ウレタンとウレタンに内包されるハーネスなどが
異物として多く混入する虞がある。
【００７６】
　そのため、ウレタンに対しては相容化剤、ハーネスに含まれる銅線に対しては金属不活
性化剤を添加するなどの適切な対応が求められる。季節による前記ばらつきも考慮して、
制御により達成すべき前記異物の混入量および／または粒径を決定することが望ましい。
具体的には、上述したステップ２０１で策定された改質計画およびステップ２０２での回
収された製品の調査結果に基づき、決定がなされる。
【００７７】
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【表１】

【００７８】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法では、後述するようにプラスチック系混合物
に添加剤を添加し均一混合して加熱溶融した後、成形してプラスチック成形体を得る一連
の流れの中のいずれかでプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／または粒
径の制御を行なう。
【００７９】
　フィルタの目開き量によってプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および／ま
たは粒径を制御する場合、たとえば、ステップ２０３では、ステップ２０１の物性改質計
画に記述された物性値とステップ２０２で行なった回収製品の調査からフィルタの目開き
量を決定する。このとき、フィルタの目開き量を決定する指針は、予めデータベースなど
に用意された物性値および／または特性値と異物の混入量および／または粒径の関連を示
したデータを利用することが望ましい。
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【００８０】
　本発明のプラスチックの再資源化方法では、プラスチック系混合物に添加すべき添加剤
の種類および／または量の決定を、プラスチック系混合物中における異物の混入量および
／または粒径の分布に基づき決定することが、好ましい。これにより、異物の混入量およ
び／または粒径の分布により数式モデルで表現が可能となるという利点があるためである
。たとえば、異物の混入量および／または粒径を表現したモデルである分布の３σのばら
つきに対して品質を保証するような、目開き量を決定することの支援が可能となる。図１
に示す例では、ステップ２０３での決定に基づき、制御後のプラスチックに含まれる異物
の混入量および／または粒径の分布を予測し、作成する（ステップ２０４）。
【００８１】
　ステップ２０４において予測される異物の混入量分布および前記粒径分布は、ステップ
２０２から推定される再資源化するプラスチックに含まれる異物の混入量と粒径の分布で
ある。ここで、前記混入量分布とは、再資源化するプラスチックに含まれると想定される
異物の混入量を表現した分布であり、前記粒径分布とは、再資源化するプラスチックに含
まれると想定される異物の粒径を表現した分布である。また、前記混入量分布は異物の混
入量の存在する確率を表現した分布であってもよく、前記粒径分布は異物の粒径の存在す
る確率を表現したものであってもよい。前記混入量分布および前記粒径分布は確率分布に
近似したものであってもよい。前記粒径分布は、たとえば、式１）に示すワイブル分布で
近似したものであってもよい。
【００８２】
【数１】

【００８３】
　式１）において、ｘ：平均粒径、β：尺度母数、α：形状母数を表す。ここで、前記平
均粒径とは通常用いられる体積粒径である。再資源化するプラスチックに含まれる異物の
混入量が少なく平均粒径が少なければ、分布の範囲が狭くなり、αは大きい値をとる。一
方、前記混入量が大きくなれば、分布の範囲は広くなり、αは小さい値をとる。ステップ
２０３で決定された制御すべき前記異物の混入量および／または粒径が存在する確率を表
現した分布は、上記式においてαが１以上になるように近似したものであることが好まし
い。
【００８４】
　ここで、ステップ２０４に換えて、たとえば、定めた期間ごとに回復したプラスチック
廃材からの図１に示す再資源化方法の少なくともステップ１０４を経た再資源化するプラ
スチックの系統ごとのプレスシートを予め作成し、プレスシートから異物の混入量および
／または粒径をデータべースとして蓄積し、このデータベースを参照して異物の混入量お
よび／または粒径を予測してもよい。
【００８５】
　そして、ステップ２０４で予測された混入量分布および／または粒径分布、または予め
作成した異物の混入量および／または粒径を蓄積したデータベースから、ステップ２０１
で策定された物性改質計画を満足する添加剤の種類および／または添加剤の添加量を決定
する（ステップ２０５）。この際、再資源化するプラスチックに含まれる異物の混入量分
布および／または粒径分布から導かれたステップ２０５の添加剤の種類および／または添
加量が記述されたデータベースを利用して、これらの添加剤の種類および／または添加剤
を決定することが望ましい。ここで、混入量分布および／または粒径分布は、異物の混入
量分布以外の異物の混入量を表現したモデルを用いるようにしてもよく、同様に、異物の
粒径分布以外の異物粒径を表現したモデルを用いるようにしてもよい。
【００８６】
　上述のように、本発明の再資源化方法では、前記制御により達成すべきプラスチック系
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混合物に含まれる異物の混入量および／または粒径の決定、ならびに、前記プラスチック
系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量の決定が、プラスチック系混合物中
の異物の混入量および／または粒径と、添加すべき添加剤の種類および／または添加量と
の関係についての情報を予め蓄積したデータベースを利用してなされるものであることが
、好ましい。
【００８７】
　このようにしてステップ２０５で決定された種類および／または量の添加剤を、上記洗
浄乾燥（ステップ１０５）後のプラスチック系混合物に添加し、均一に混合する（ステッ
プ１０６）。本発明において用いられる添加剤は、金属不活性化剤、相容化剤、酸化防止
剤、紫外線吸収剤、結晶化核剤および充填剤のうちから選ばれる少なくともいずれかであ
るのが好ましい。添加剤として上述した中から選ばれる少なくともいずれかを用いること
で、機械物性、長期安定性や外観特性などの要求特性を満足させることが可能となるとい
う利点があるためである。
【００８８】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法に用いられる酸化防止剤としては、特に制限
されるものではなく、たとえば、サリチル酸誘導体、ヒドラジド誘導体、シュウ酸アミド
誘導体、硫黄含有ホスファイトなどから選ばれる少なくともいずれかを挙げることができ
る。金属不活性化剤を用いることにより、プラスチック系混合物に含まれる金属を不活性
化することが可能となり、長期信頼性を確保できる利点がある。ここで、金属不活性化剤
は直接ラジカルを捕捉して酸化を抑制する効果が少ないので、フェノール系酸化防止剤と
併用するのが好ましい。
【００８９】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法に用いられる相容化剤としては、特に制限さ
れるものではなく、たとえば、ＳＢＢＳ（Ｓｔｙｒｅｎｅ－Ｂｕｔａｄｉｅｎｅ－Ｂｕｔ
ｙｌｅｎｅ－Ｓｔｙｒｅｎｅ）、ＳＢＳ（Ｓｔｙｒｅｎｅ－Ｂｕｔａｄｉｅｎｅ－Ｓｔｙ
ｒｅｎｅ）、ＳＥＢＳ（Ｓｔｙｒｅｎｅ－Ｅｔｈｙｌｅｎｅ－Ｂｕｔｙｌｅｎｅ）、ＥＰ
Ｒ（Ｅｔｈｙｌｅｎｅ－Ｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　Ｒｕｂｂｅｒ）、ＨＳＢＲ（Ｈｙｄｒｏｇ
ｅｎａｔｅｄ　Ｓｔｙｒｅｎｅ－Ｂｕｔａｄｉｅｎｅ　Ｒｕｂｂｅｒ）、ＳＥＢＣ（Ｓｔ
ｙｒｅｎｅ－Ｅｔｈｙｌｅｎｅ－Ｂｕｔｙｌｅｎｅ－Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　Ｂｌｏｃ
ｋ　Ｃｏｐｏｌｙｍｅｒ）、ＣＥＢＣ（Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ－Ｅｔｈｙｌｅｎｅ－Ｂ
ｕｔｙｌｅｎｅ－Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ）などから選ばれる少なくともいずれかを挙げ
ることができる。相容化剤を用いることで、再資源化するプラスチックの系統に含まれる
、再資源化するプラスチック以外のプラスチックに対して、相溶性を持たせることができ
る。たとえば、ポリオレフィン系プラスチックを再資源化する際に含まれるポリスチレン
系プラスチックやウレタンに対して相溶性をもつ添加剤を用いることによりプラスチック
の特性を改善させることができる。中でも、耐衝撃性の向上などの理由から、ＳＥＢＳお
よび／またはＳＢＳを用いることが好ましい。
【００９０】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法に用いられる酸化防止剤としては、特に制限
されるものではなく、たとえばフェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、イオウ系酸
化防止剤などから選ばれる少なくともいずれかを挙げることができる。酸化防止剤を用い
ることで、長期信頼性を向上させることが可能となる。中でも、熱安定性、色調の安定性
が優れることから、フェノール系酸化防止剤および／またはリン系酸化防止剤を用いるの
が好ましい。
【００９１】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法に用いられる他の添加剤としては、紫外線吸
収剤、結晶化核剤および充填剤を挙げることができる。これらの添加剤としては、特に制
限されるものではない。紫外線吸収剤としては、サリチル酸エステル、ベンゾトリアゾー
ル、ヒドロキシベンゾフェノン、ヒンダードアミンなどから選ばれる少なくともいずれか
を挙げることができる。結晶化核剤としては、ベンジリデンソルビトール、クロル置換ベ



(15) JP 4614866 B2 2011.1.19

10

20

30

40

50

ンジリデンソルビトール、メチル置換ジベンジリデンソルビトール、ヒドロキシ－ジアル
ミニウム、リン酸ビスナトリウム、メチレンビス－ホスフェートナトリウム塩、ビスソル
ビトールなどから選ばれる少なくともいずれかを挙げることができる。充填剤としては、
シリカ、マイカ、タルク、アルミニウム粉末、カーボンブラック、二硫化モリブデン、ク
レー、シリカゲル、炭酸カルシウム、けい砂、ガラス繊維、モンモリロナイト、鉄粉、ア
ルミナなどから選ばれる少なくともいずれかを挙げることができる。
【００９２】
　本発明の再資源化方法において、前記ステップ２０５で決定された添加剤の種類および
量の好ましい一例として、たとえば添加剤としてフェノール系酸化防止剤およびリン系酸
化防止剤を用い、プラスチック系混合物１００重量部に対してフェノール系酸化防止剤の
添加量が０．０１重量部～５重量部、リン系酸化防止剤の添加量が０．０１重量部～５重
量部である場合が例示される。このような添加剤の種類および量を採用することで、なる
べく少ない添加剤の種類および量で長期安定性を保証でき、コスト面で有利であるという
利点がある。
【００９３】
　また、前記ステップ２０５で決定された添加剤の種類および量の好ましい他の例として
、たとえば添加剤として金属不活性剤を用い、プラスチック系混合物１００重量部に対し
て金属不活性化剤の添加量が５重量部以下（好ましくは０．０１重量部以上）である場合
が例示される。このような添加剤の種類および量を採用することで、再資源化したプラス
チックに含まれる安定化に有害な重金属、銅、鉄やマンガンに対して酸化を防止するとい
う利点がある。なお、メッシュの目開き量を少なくし、十分に金属を除去できる場合には
、金属不活性化剤を添加してなくてもよい場合もある。
【００９４】
　本発明の再資源化方法では、上記添加剤を添加して均一に混合した（ステップ１０６）
後、プラスチックを押出成形する（ステップ１０７）。好ましくは、この押出成形の際に
、ステップ２０３での決定に基づきフィルタの目開き量を調整して、プラスチック系混合
物中に含まれる異物の混入量および／または粒径を制御する。この場合、たとえば、ステ
ップ２０３で決定された目開き量のフィルタを押出成形機に付設して押出成形を行なう。
【００９５】
　前記フィルタの目開き量は、０．０７５ｍｍ以上１ｍｍ以下であることが好ましく、特
に０．１５ｍｍ以上０．５３ｍｍ以下から決定することが好ましい。目開き量が１ｍｍよ
り大きい場合、異物が多く混入してしまい、再資源化するプラスチックに含まれる異物を
十分に制御することができない傾向にあり、また目開き量が０．０７５ｍｍ未満であると
異物を制御できる能力は十分にあるが、前記異物がフィルタにすぐ詰まってしまい、再資
源化するプラスチックの生産性が落ちてしまう可能性がある。
【００９６】
　その後、再資源化するプラスチックの系統ごとに選別されたプラスチックを成形し、成
形用のペレット状プラスチック原料とする（ステップ１０８）。
【００９７】
　本発明のプラスチック廃材の再資源化方法は、制御により達成すべきプラスチック系混
合物に含まれる異物の混入量および／または粒径を決定する工程と、前記工程での決定に
基づき、プラスチック系混合物に添加すべき添加剤の種類および／または量を決定する工
程と、プラスチック系混合物に、前記工程で決定された種類および／または量の添加剤を
添加し加熱溶融した後、成形してプラスチック成形体を得る工程であって、前記プラスチ
ック系混合物に含まれる異物が前記決定された混入量および／または粒径となるように制
御する工程を含むのであれば、図１に示した各ステップの全てを備える必要はない。また
、本発明のプラスチック廃材の再資源化方法には、図１に示されていないステップが必要
により付加、あるいは削除されていても構わない。
【００９８】
　本発明はまた、上述した本発明のプラスチック廃材の再資源化方法を用いてプラスチッ
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ク成形体を得る、プラスチック成形体の製造方法も提供する。図１に示すフローチャート
では、上述した本発明のプラスチック廃材の再資源化方法に続いて、本発明のプラスチッ
ク成形体の製造方法を行なう場合を示している。
【００９９】
　図１に示す例においては、上記ステップ１０８でプラスチック原料を得た後、ロットご
とにペレット状の成形用プラスチック原料を管理し（ステップ１０９）、このペレット状
のプラスチック原料を射出成形機に投入しプラスチック成形体を作成する（ステップ１１
０）。このとき用いる射出成形機としては、特に限定されるものではないが、たとえばス
クリューインライン式射出成形機、プランジャ式射出成形機などが挙げられる。
【０１００】
　本発明は、このような本発明のプラスチック成形体の製造方法により得られたプラスチ
ック成形体も提供する。本発明のプラスチック成形体は、エアコン、テレビ、冷蔵庫およ
び洗濯機によりなる群から選ばれる製品に用いられるものであることが、好ましい。
【０１０１】
　また、本発明のプラスチック成形体の製造方法において、ペレット状などの形状を有す
るプラスチック原料を作製することなく、添加剤を投入後のプラスチック系混合物を直接
射出成形機に投入して、プラスチック成形体を得るようにしてもよい。この場合、プラス
チック成形体はペレット状であるのが好ましい。
【０１０２】
　以下、実施例および実験例を挙げて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらに
限定されるものではない。
【０１０３】
　＜実施例１＞
　使用後の家電４品目（テレビ、エアコン、冷蔵庫、洗濯機）を回収した（ステップ１０
１）。前記家電４品目を解体し、コンプレッサ、熱交換器などの大型の金属部品や、洗濯
機の水槽、冷蔵庫の野菜ケースなどの大型のプラスチック成形品を回収した（ステップ１
０２）。次に、大型の金属部品や大型プラスチック成形品を取り外した該家電４品目を通
常の破砕機を利用して、粒度が６０ｍｍ程度になるよう粗破砕した（ステップ１０４）。
次に、通常の渦電流選別機を用いて金属系破砕物とプラスチック系破砕物に選別した後、
プラスチック系破砕物を通常の密閉式風力選別機に投入し、ポリウレタン断熱材や発泡ス
チロールなどの軽量側プラスチック混合物、金属、ゴム、微粉などを除去した。回収した
重量側プラスチック混合物からさらに、粒度の大きいプラスチック粗片を選択的に取り出
した。次に、通常の破砕機を利用して１５ｍｍ程度に微破砕した。次に、液体を用いて比
重差により軽量側プラスチックと重量側プラスチックとに分別した（ステップ１０４）。
なお、本実施例では、湿式比重分離に用いる液体に比重１の水を用いて、軽量側プラスチ
ック混合物である、ポリオレフィン系プラスチック混合物を主成分とするプラスチック系
混合物を選別・回収した。得られたプラスチック系混合物を洗浄後、乾燥した（ステップ
１０５）。
【０１０４】
　また、家電４品目の部材に要求される物性を考慮に入れながら、再資源化するプラスチ
ックを用いて成形した部材の物性が回収した製品の部材と同等になるよう、物性改質計画
を策定した（ステップ２０１）。次に、回収製品の調査を行なった（ステップ２０２）。
ここで、回収製品とは、前記家電４品目である。次に、物性改質計画と回収製品の調査か
らフィルタの目開き量を０．３ｍｍと決定した（ステップ２０３）。フィルタの目開き量
を決定するにあたり、家電４品目の製品構成比における、フィルタの目開き量と異物の混
入量および／または粒径の関連を記述したデータベースを採用した。
【０１０５】
　次に決定したフィルタの目開き量を押出成形工程に採用したとき、回収した家電４品目
から再資源化されるプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量および粒径を推定し、
再資源化するプラスチック系混合物に含まれる異物の混入量を分布で表現した。また、同
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様に再資源化するプラスチックに含まれる異物の平均粒径を分布で表現した（ステップ２
０４）。その後、ステップ２０４で作成した混入量分布と粒径分布とから、前記物性改質
計画を満足するように、データベースを参照しながら添加剤の種類および添加量を決定し
た（ステップ２０５）。
【０１０６】
　次に決定された種類および添加量（種類：フェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤
、金属不活性化剤、添加量：フェノール系酸化防止剤＝０．２重量部、リン系酸化防止剤
＝０．４重量部、金属不活性化剤＝１．０重量部）の添加剤を、上記ステップ１０５で洗
浄・乾燥後のプラスチック系混合物に添加し、均一に混合した（ステップ１０６）。次に
、スクリュー径４５ｍｍの二軸溶融混練押出機を用いて２３０℃で溶融混練し、ペレット
状のプラスチック原料を押出成形した（ステップ１０７）。なお、上記ステップ２０３で
決定した目開き量０．３０ｍｍのフィルタを付設して、上記押出成形を行なった。その後
、ペレット状のプラスチック原料を１０トン射出成形機のホッパーに投入し、成形温度２
３０℃、金型温度４０℃の射出成形条件で成形した（ステップ１０８～１１０）。
【０１０７】
　＜実験例１＞
　実施例１と同様の手順で回収した製品を再資源化するとき、再資源化するプラスチック
に含まれる異物の混入量および粒径と前記異物の制御能との関係をデータベースに整理し
た。異物の混入量および粒径の制御は、ペレット状のプラスチック原料を加熱溶融して２
２０ｍｍ×２２０ｍｍ×１ｍｍのプレスシートを作成し、塵埃計測図表などを参考に、目
視観察することにより、行なった。表２にペレット状の前記プラスチック原料に含まれる
異物の混入量およびその大きさとフィルタの目開き量の関係を示す。
【０１０８】
【表２】

【０１０９】
　また、表２のような前記異物の混入量および／または粒径と目開き量との関係を表現す
るデータベースを作成した。
【０１１０】
　＜実験例２＞
　再資源化したプラスチックが家電４品目の部材に採用できるような物性および特性をも
つことを可能にするために、異物の混入量と熱酸化劣化との関連を調査した。表３に回収
した前記家電４品目から作成したペレット状のプラスチック原料に混入する異物の量と、
ペレット状のプラスチック原料から作製したＡＳＴＭ準拠の物性測定用試験片の酸化劣化
特性との関係を示す。
【０１１１】
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【表３】

【０１１２】
　表３から理解されるように、異物の混入量と酸化劣化特性には関連がみられ、またフィ
ルタの目開き量により異物の混入量を制御することができる。また、表３のような回収製
品が家電４品目であるとき、再資源化するプラスチックに含まれる異物の混入量とフィル
タの目開き量と熱酸化劣化との関係を表現したデータベースを作成した。
【０１１３】
　＜実験例３＞
　再資源化したプラスチックが家電４品目の部材に採用できるような特性をもつことを可
能とするために、実験例２を参考にして、フィルタの目開き量と酸化劣化特性との関係と
その改質について調査した。表４に酸化劣化特性を改善するための添加剤の種類と添加量
との関係を示す。
【０１１４】

【表４】

【０１１５】
　表３、４を参考に異物の混入量と添加剤の種類および添加量の関係を対応づけて、デー
タベースに整理した。以前から、再資源化したプラスチックに含まれる異物が再資源化し
たプラスチック原料を用いた成形体の物性の低下の原因と指摘されてきたが、本発明によ
り、前記異物の制御と再資源化するプラスチックの改質案の具体的な関連が明らかになっ
た。
【０１１６】
　＜実験例４＞
　冷蔵庫の部品の１つに再資源化したプラスチックを採用するために、スクリーンメッシ
ュの目開き量および添加剤の種類および量とこれらを採用して作成したＡＳＴＭ準拠の物
性測定用試験片を用いて、表５に示す物性を測定した。表５において、冷蔵庫の部品の要
求特性と前記物性測定用試験片の物性値と比較し適合性を調査した。ここで、冷蔵庫部品
の要求特性とは、最低限必要な部品の特性値であって、バージン材などの仕様書記載の規
格値とは異なり、全ての特性値を満足する必要がある。たとえば、表５において、スクリ
ーンメッシュの目開き量０．５０ｍｍを採用し、さらにフェノール系酸化防止剤０．１ｗ
ｔ％およびリン系酸化防止剤０．２ｗｔ％を添加した物性値は伸び（％）およびアイゾッ
ト衝撃値を満たしておらず冷蔵庫部品の要求特性を満たしていないことが分かる。また、
スクリーンメッシュの目開き量０．４０ｍｍを採用し添加剤を添加しない場合は熱酸化劣
化特性を満たしていないことが分かる。ここで、局所劣化とは熱酸化劣化試験を行なった
後に局所的に現れる劣化であり外観特性に含まれる。表５に示す冷蔵庫部品の局所劣化の
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要求特性「＜２」は出現した局所劣化が２箇所以下であることを示している。また、表５
はプラスチック廃材の再資源化支援のためのデータベースの一部を表現している。表５に
示すようなメッシュ径および添加剤の種類および／または量と、これらを採用して作成さ
れる製品の物性値および特性値をデータベースに表現することにより、データベースを参
照しながら容易にスクリーンメッシュの目開き量と添加剤を決定することができる。
【０１１７】
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【表５】

【０１１８】
　なお、酸化劣化特性の評価は、１４０℃のギア式オーブン内にＡＳＴＭ準拠の物性測定
用試験片を静置して熱酸化劣化試験を行い、クラックが発生するまでの時間の測定、ある
いは局所的な劣化箇所の計数を行ない、クラック発生時間を測定することで行なった。
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【０１１９】
　＜実験例５＞
　回収した家電４品目から図１に示したフローでポリオレフィン系プラスチックを分離回
収し所定の相容化剤を配合して、株式会社テクノベル製の２軸押出成形機（スクリュー径
φ２５ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝２６）を用い、回転数１５５ｒｐｍでリサイクルペレットを調製し
た。なお、異物の除去は押出加工時のスクリーンメッシュで行い、試料を調製した。その
後射出成形により試験片を作成し、引張強度などの物性を測定し評価検討した。また、調
製した試験片を所定時間１４０℃で熱酸化劣化試験を行なった後、引張強度などの機械物
性を測定し評価検討した。さらに、分離回収したポリオレフィン系プラスチックの押出加
工時のスクリーンメッシュの目開き量による物性と生産性への影響を検討した。
【０１２０】
【表６】

【０１２１】
　異物に含まれる金属に着目すれば、メッシュの目開き量を少なくすれば、金属が多く除
去できるため有利であるが、生産性が悪くなることから本実験では、表６に示すような目
開き量で検討した。なお、異物量の計測は２２０ｍｍ×２２０ｍｍ×１ｍｍのプレスシー
トを作製し、塵埃計測図表などを参考に目視することで行なった。また、生産性は押出加
工する際、ベントアップするまでに押出すことができた廃ポリオレフィン系プラスチック
の押出量を評価基準とした。ここではＳＥＢＳは配合していない。スクリーンメッシュの
目開き量が大きくなるに伴い押出量は増加し、０．４０ｍｍを境界として増加の度合いは
小さくなる。また、異物混入量が増加し、伸び、面衝撃特性が低下する傾向にあり、スク
リーンメッシュの目開き量を０．５３ｍｍにすると異物量が著しく増え、物性が大きく低
下した。そこで、スクリーンメッシュの目開き量０．４０ｍｍで押出したペレットに対し
、相容化剤としてスチレン／エチレン・ブチレン比の異なる２種類のＳＥＢＳ（旭化成ケ
ミカルズ株式会社製、タフテック　Ｈ１０４３／Ｈ１０６２＝１／０．５〔ｗｔ％〕）を
添加した。Ｈ１０４３のスチレン／エチレン・ブチレン比＝６７／３３であり、相溶化を
目的として用いた。Ｈ１０６２のスチレン／エチレン・ブチレン比＝１８／８２であり、
衝撃性向上のために用いた。ペレットの物性を測定したところ、表７のようになり、バー
ジン材料とほぼ同等の物性が得られた。
【０１２２】
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【表７】

【０１２３】
　また、エネルギ分散型Ｘ線分析装置ＪＥＤ－２３００Ｆ（日本電子株式会社製）を用い
、樹脂中の無機組成物の定性・定量を行なったところ、表８に示すように、目開き量が大
きくなるに従い、銅や鉄といった金属類が多く混入することが分かった。
【０１２４】

【表８】

【０１２５】
　混合プラスチックより分離回収したポリオレフィン系プラスチックには銅や鉄といった
金属類が混入する場合があり、特に銅の混入によるポリプロピレンへの銅害が懸念される
。本実験ではスクリーンメッシュの目開き量が０．４０ｍｍの押出し品について上記２種
類の相容化剤と酸化防止剤の他に金属不活性化剤を添加し、長期安定性の改善効果を検討
した。図２に結果の一例として引張強度を示す。酸化防止剤は、フェノール系酸化防止剤
（テトラキス〔メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート〕メタン）とリン系酸化防止剤（トリス－（２，４－ジ－ｔ－ブチルフ
ェニル）フォスファイト）を併用し、金属不活性化剤はサリチル酸誘導体（３－（Ｎ－サ
リチロイル）アミノ－１，２，４－トリアゾール）を使用した。図２に示すように、金属
不活性化剤を０．２ｗｔ％添加することにより、熱安定性が向上した。また、局所劣化の
発生を抑えることができた。以上より、回収されたポリオレフィン系プラスチックに相容
化剤としてのＳＥＢＳ、酸化防止剤、金属不活性化剤を配合することにより、バージン材
料に近似した物性、および長期安定性を持つリサイクル材料が得られ、耐久消費財の部材
として再使用が可能となった。
【０１２６】
　今回開示された実施の形態、実施例および実験例はすべての点で例示であって制限的な
ものではないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求
の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含
まれることが意図される。
【図面の簡単な説明】
【０１２７】
【図１】本発明のプラスチック廃材の再資源化方法の好ましい一例を段階的に示すフロー
チャートである。
【図２】リサイクル材料の酸化劣化特性を示す図である。
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